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特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令概要 

Ⅰ 特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令の改正 

１．「みなし有価証券届出書」制度の導入に伴う所要の整備 

金融商品取引法（以下「金商法」という）改正により、いわゆる「証券情報」

のみを記載した書面（募集事項等記載書面）を有価証券報告書と併せて提出した

場合に、これらを有価証券届出書とみなす制度が導入された。これに伴い、当該

制度の対象となる有価証券として「投資信託受益証券」等を定めるなど、所要の

整備を行う。（第１条、第 11 条の６、第６号の７様式～第６号の 10 様式等） 

２．報告書代替書面制度活用のための所要の整備 

報告書代替書面制度について、「金融商品取引所の規則」に類するものとして、

金融商品取引業協会の規則を定めるなど、所要の整備を行う。（第 27 条の４の２、

第 28 条の６、第 29 条の３等） 

３．投資信託のリスク及び販売手数料・信託報酬等に関する説明の充実 

投資信託に係る有価証券届出書及び目論見書に、過去の基準価額の変動を他の

代表的な投資資産と比較するための図表等を用いた投資リスクに関する説明、販

売手数料・信託報酬等の対価として提供する役務に関する説明を記載することと

する。（第４号様式、第４号の２様式、第 25 号様式、第 25 号の２様式等） 

４．投資法人の資金調達・資本政策手段の多様化に伴う所要の整備 

投資信託及び投資法人に関する法律（以下「投信法」という）改正により、新

投資口予約権に係る制度が創設され、及び自己投資口の取得禁止が緩和されたこ

とに伴い、所要の整備を行う。（第１条、第 14 条、第 14 条の２、第 17 条の２、

第 29 条の４、第１号の３様式、第２号様式、第４号の３様式～第５号様式、第

25 号の３様式等） 

５．受益証券発行信託等に係る「受託者情報」等の記載の見直し 

受益証券発行信託等の受託者等が、有価証券報告書提出会社である場合には、

有価証券届出書の「受託者情報」等の欄に財務諸表等を記載することに代えて、

有価証券報告書等の継続開示書類を提出している旨の記載で足りることとするな

ど、所要の整備を行う。（第４号様式、第４号の２様式、第５号の４様式、第５号

の５様式、第６号様式、第６号の２様式等） 

Ⅱ 有価証券の取引等の規制に関する内閣府令の改正 

１．上場等株券等の発行者が行うその売買に関する規制の内容 
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金商法改正により、投資証券である上場等株券等の発行者が行うその売買に関

する規制が導入されたことに伴い、「上場等株券等の取引の公正の確保のため必要

かつ適当であると認める事項」の具体的内容を定める。（第 16 条、第 17 条、第

18 条、第 19 条、第 20 条、第 21 条、第 22 条、第 23 条） 

２．上場投資法人等の機関決定に係る重要事実の軽微基準の追加 

金商法改正により、インサイダー取引規制の重要事実において新投資口予約権

無償割当てが定められたことに伴い、その軽微基準を定める。（55 条の２） 

３．売買報告書の様式改正 

東京証券取引所における呼値の単位の変更に伴い、売買報告書の様式（記載上

の注意「16 単価」）を改める。（第 29 条、第 41 条） 

Ⅲ 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則の改正 

１．運用報告書の二段階化 

投信法改正により、運用報告書に記載すべき事項のうち重要なものを記載した

書面の作成・交付が義務づけられた。これに伴い、当該書面の作成・交付の頻度

を定める。 

また、運用報告書に記載すべき事項について、投資信託約款において定めてい

る場合には、電磁的方法により提供することができることとされた。これに伴い、

電磁的方法による提供の方法の内容を定める。（第 25 条の２、第 25 条の３） 

２．金銭信託以外の委託者指図型投資信託の禁止の適用除外の範囲拡充 

①金銭と現物を混合した上場投資信託（ＥＴＦ）の設定・交換の容認 

ＥＴＦの設定・交換において、運用の対象である各銘柄の有価証券の配当落

ち又は権利落ちを跨ぐこととなる場合、当該各銘柄の有価証券現物に代えて、

金銭をもって設定・交換を行うことが可能となるようにする。（第 19 条） 

②機関投資家向けの委託者指図型投資信託の現物設定・現物償還の容認 

投資信託及び投資法人に関する法律施行令の一部改正により、金銭信託以外

の委託者指図型投資信託の禁止の適用除外として、機関投資家向けの委託者指

図型投資信託の設定・償還につき、有価証券等のうち時価評価が容易なものを

用いる場合には、受益者保護に欠けるおそれが少ないことから、現物設定・現

物償還を認めることとする。当該改正に伴い、その受益証券の取得の申込みの

勧誘が適格機関投資家私募の方法により行われる委託者指図型投資信託の設

定・償還について所要の整備を行う。（第 19 条） 

３．指定資産の追加 
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指定資産に、金融商品取引所に上場しているデリバティブ商品又は金融商品取

引清算機関が取り扱うデリバティブ商品を店頭デリバティブ取引として行うもの

を追加する。（第 22 条） 

４．利益相反行為の受益者への開示時期、方法の見直し 

利益相反のおそれがある行為が行われた場合の受益者等への書面交付の手法に

ついて、その受益証券の取得の申込みの勧誘が公募の方法により行われた場合は、

当該書面に記載すべき事項を公告し、かつ運用報告書に記載することにより、受

益者への書面交付に代えることができることとする。（第 23 条） 

５．書面決議を要する投資信託約款変更の範囲の見直し 

投資信託約款の変更について、書面決議を要することとなる「その変更の内容

が重大なもの」への該当基準を、「商品としての基本的な性格を変更させることと

なるもの」に変更する。（第 29 条、第 91 条、第 99 条） 

６．書面決議を要する併合手続きの見直し 

投信法改正により、投資信託の併合において、受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものに該当する場合には、書面決議を要しないこととされた。これに伴い、

「受益者の利益に及ぼす影響が軽微なもの」の内容（併合の前後で商品としての

基本的な性格に相違がないこと等）を定める。（第 29 条の２、第 91 条の２、第

99 条の２） 

７．反対受益者の受益権買取請求を適用しない投資信託の規定 

投信法改正により、重大な約款の変更等に反対した受益者の受益権買取請求権

について、受益者の保護に欠けるおそれがない投資信託に限り、適用されないこ

ととされた。これに伴い、受益者の保護に欠けるおそれがない投資信託の内容を

定める。（第 40 条の２、第 93 条の２） 

８．運用財産相互間取引の禁止の適用除外拡充 

   委託者非指図型投資信託における投資信託財産相互間取引について、「対象特

定資産取引」に指定外国金融商品取引所に上場されている有価証券の売買を追加

する。（第 270 条） 

９．委託者非指図型投資信託の信託財産の運用に関する禁止行為の追加 

   委託者非指図型投資信託の信託財産の運用に関する禁止行為として、その受益

証券の取得の申込みの勧誘が公募の方法により行われている委託者非指図型投

資信託の信託財産に関し、信用リスクを適正に管理する方法としてあらかじめ定

めた合理的な方法に反することとなる取引を行うことを内容とした運用を行う
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ことを追加する。（第 271 条） 

10．規約の記載事項の細目の改正 

投信法改正により、投資法人が行うことを禁止されている他法人の株式の過半

取得に関し、外国の法令の規定その他の制限により当該国における不動産取引を

行うことができない場合に限り、海外不動産を保有する法人（以下「海外不動産

保有法人」という）の株式の過半取得を容認することとされた。投資法人が主と

して不動産等資産に対する投資として運用する場合はその旨を規約に記載するこ

ととされているところ、当該不動産等資産に発行済株式の過半を取得する海外不

動産保有法人の株式を追加する。（第 105 条） 

11．資産運用の制限の例外となる法人の要件 

投信法改正により、一定の場合に限り、投資法人による海外不動産保有法人の

株式の過半取得が容認された。これに伴い、当該法人が得た収益のうち配当可能

な部分を投資法人に配当すること等、当該海外不動産保有法人の要件を定める。

（第 221 条の２） 

12．利害関係人等との取引の制限の例外 

投信法改正により、投資法人と資産運用会社の利害関係人等との間で不動産等

の特定資産に係る取引を行う場合、「登録投資法人の資産に及ぼす影響が軽微なも

の」を除き、事前に投資法人の役員会において同意を得なければならないことと

された。これに伴い、「軽微なもの」の内容を定める。（第 245 条の２） 

13．利害関係人等の範囲の拡大 

監督役員の欠格要件に該当する者に、現行の資産運用会社の利害関係者に加え

て、スポンサー企業（資産運用会社の親会社等）の利害関係者を追加する。（第

244 条） 

14．投資法人の資金調達・資本政策手段の多様化に伴う所要の整備 

投信法改正により、新投資口予約権に係る制度が創設され、及び自己投資口の

取得禁止が緩和されたことに伴い、所要の整備を行う。（第 106 条、第 128 条の２、

第 139 条の２、第 139 条の３、第 169 条、第 175 条、第 193 条、第 194 条、第 195

条、第 196 条、第 197 条、第 254 条） 

Ⅳ 投資信託財産の計算に関する規則の改正 

投信法改正により、運用報告書に記載すべき事項のうち重要なものを記載した書面

の作成・交付が義務づけられた。これに伴い、当該書面の記載事項を定めるとともに、

作成時期を定める。 
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また、運用報告書及び当該書面には、信託報酬等の対価として提供する役務に関す

る説明を記載することとする。（第 58 条、第 58 条の２、第 59 条、第 62 条、第 63 条） 

Ⅴ 投資法人の計算に関する規則の改正 

投信法改正により、新投資口予約権に係る制度が創設され及び自己投資口の取得禁

止が緩和されたことに伴い、新投資口予約権の発行や行使に伴う処理や投資法人が自

己投資口を消却する場合の出資総額等からの控除等、計算に関する所要の事項につい

て定める。（第 15 条、第 16 条の２、第 16 条の３、第 19 条、第 20 条、第 21 条、第

31 条の２、第 39 条、第 46 条の２、第 56 条、第 62 条、第 72 条） 

Ⅵ 金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令の改正 

投信法改正による新投資口予約権に係る制度の創設に伴い、「引受人」の定義に関

連して、新株予約権証券に準ずるものとして新投資口予約権証券を追加する等所要の

整備を行う。なお、かかる追加により、引受証券会社による新投資口予約権の行使勧

誘についての虚偽告知の禁止等、各種の行為規制が適用されることとなる。（第 14 条

の２） 

Ⅶ 金融商品取引業等に関する内閣府令の改正 

１．運用財産相互間取引の禁止の適用除外拡充 

運用財産相互間取引について、「対象有価証券売買取引等」に指定外国金融商品

取引所に上場されている有価証券の売買を追加する。（第 129 条） 

２．損失補てん禁止の例外 

金商法改正により、権利者と金融商品取引業者等との間で行われる有価証券の

売買その他の取引に係る金銭の授受の用に供することを目的としてその受益権が

取得又は保有される投資信託の元本に生じた損失の全部又は一部を補てんするこ

とが、投資運用業に関する禁止行為である損失補てん禁止の例外とされた。これ

に伴い、かかる例外の対象となる投資信託をＭＲＦ（マネー・リザーブ・ファン

ド）と定める。（第 129 条の２） 

３．投資運用業者の禁止行為の追加 

投資運用業に関する禁止行為として、その受益証券の取得の申込みの勧誘が公

募の方法により行われている委託者指図型投資信託に係る運用財産に関し、信用

リスクを適正に管理する方法としてあらかじめ定めた合理的な方法に反すること

となる取引を行うことを内容とした運用を行うことを追加する。（第 130 条） 

４．事業報告書記載事項の追加 

事業報告書において、投資助言・代理業者が行う投資助言業務の状況の記載事
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項を追加する。（第 172 条、第 182 条） 

その他、所要の改正を行う。 


